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施　設　評　価　調　書
基準日　 令和6年3月31日

施 設 名 下田市地域子育て支援センター 施 設 番 号 09004
施設大分類 子育て支援施設 施設中分類 幼児・児童施設 施設小分類 幼児・児童施設
所 管 課 教育委員会学校教育課

　設 置 目 的 の 達 成 度

運営事業名 R4年度実績値 R5年度目標値 R5年度実績値 対前年度比 目標達成率 評価
施設利用者数の向上 3,055 5,000 3,571 116.9% 71.4% B
登録者数向上 139 140 162 116.5% 115.7% A

- -
- -
- -
- -

設置目的に対する総合評価 A

運営事業名 R6年度目標値 備　　　　　考
施設利用者数の向上 5,000 

登録者数向上 140 R6.7現在　0歳－3歳　約300名園に入園している子を考慮し目標値を設定

施 設 名 称 下田市地域子育て支援センター 施 設 番 号 09004

設 置 目 的

（事業）第3条　センターは、次の事業を行う。（1）子育てに関する各種相談（2）子育て広場の開催（3）子育てに関する啓発活動
（4）前3号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事業

目的達成度
の評価基準

無料施設であるため、利用者数を目標とし実績を踏まえた目標設定としている。
◎目標達成率：5段階評価の基準をＡ90％以上、Ｂ70％以上、Ｃ50％以上、Ｄ30％以上、Ｅ10％以上とする

運営事業の
意義と現状

地域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを促進する効果が期待される。行事等への積極
的な参加がなされているものと思われる。

上記の原因

具 体 的 な
改 善 方 策

他地区からの利用者数増加を推進しつつ、利用者のニーズに合わせた施設の利用形態の効率化を図る。
また、令和５年度より試験的に第１・第３土曜日の開設を行っており、育休を取得していない父親等の利用が期待できると思われる。

R6 年 度
運営事業と
目 標 値
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施　設　評　価　調　書
基準日　 令和6年3月31日

施 設 名 下田市地域子育て支援センター 施 設 番 号 09004
施設大分類 子育て支援施設 施設中分類 幼児・児童施設 施設小分類 幼児・児童施設
所 管 課 教育委員会学校教育課

　効　率　性

効率性指標 R4年度実績値 R5年度目標値 R5年度実績値 対前年度比 目標達成率

Ｂ／Ａ 2,609.13 1,680.00 2,233.90 85.62% 75.20%
②光熱水費 218,912 219,000 186,556 85.22% 117.39%

区分 説明 単位 R3年度 R4年度 R5年度

①使用料原価 １㎡１時間当たりの原価 円

②稼動割原価率 年間経費を年間収入で賄えない比
率 %

③１㎡１時間適正使
用料 ① × ② 円

④現行１㎡１時間使
用料の平均

大・小ホール、会議室、楽屋等の平
均値 円

⑤適正化計画 大・小ホール、会議室、楽屋等の見
直し

年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度(予算)
人口（4月1日：人） 20,734 20,287 19,963 19,545 

運営経費 381 393 400 430 
年間総経費 117 122 110 134 

①利用単位
当たり経費

Ａ 施設総利用者数 3,055 人 5,000 人 3,571 人 116.89% 71.42%

Ｂ 下田市年間経費 7,970,890 円 8,400,000 円 7,977,269 円 100.08% 105.30%

効率性指標の考え方等

本施設は無料施設であり端的に現す成果指標がないため代替指標として利用人数を目標とし実績を踏まえ5,000人とした。

受益者負担
の適正性

運営に掛かる税負
担

(市民負担) 人口1人あたり（円/人）

＊人口1人あたりの運営経費：運営経費（支出計）／人口　＊小数点以下切り上げ
＊人口1人あたりの年間総経費：下田市負担年間総経費／人口　＊小数点以下切り上げ



有 無 件

施　設　評　価　調　書
基準日　 令和6年3月31日

施 設 名 下田市地域子育て支援センター 施 設 番 号 09004
施設大分類 子育て支援施設 施設中分類 幼児・児童施設 施設小分類 幼児・児童施設
所 管 課 教育委員会学校教育課

利用者満足度調査
実施の有無 調査の方法 アンケート R5年度調査数 41 

1　調査結果
設問 回答種類 R5年度回答

年間の行事で楽しかった事業はどれですか。 [定例行事より]複数回答可 ・体育館で遊ぼう23人・わくわくタイム20人・季節の制作19人
・年齢別ルーム17人・敷根公園14人・誕生日会13人

[講習、講和より]複数回答可
・交通安全16人・歯の話９人・・図書館出前講座７人
入園説明会７人・空襲の話６人・避難訓練の話５人
・栄養士講話５人・下田保育所園長講話３人

[親子ふれあいより]複数回答可 ・リトミック17人・にこにこサークル&遊VIVA13人
・ヨガ12人・赤ちゃんとママのふれあい６人

[体験より]複数回答可 ・クリスマス会24人・こども園交流18人・お出かけ広場18人
・体操教室6人・給食体験４人

新たに希望する事業はありますか。 複数回答可
・魚つり　・着せ替え人形　・常にお絵描きの場所　・ジャングル
ジム
・パズル・知育玩具　・三輪車　・ジャンパルー

FaceBookやインスタの利用について ①ほぼ毎日　②時々
③ほとんど見ない　④見ない

①17.5％　②72.5％
③7.5％　④2.5％

支援センターの事業を知る方法 ①センター通信　②スタッフ　③FaceBook
④友達　⑤その他 　複数回答可

①61.0％　②48.8％　③80.5％
④4.9％　⑤2.4％

２　調査結果から読み取れること

地域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを促進できていると感じる。また、年齢別ルームで同じくらいの子と触れ
合えることが子にとって良い刺激になっているとのこと。なお、親のとっては数少ない親の交流の場として利用されている。

３　次年度以降への改善点

子育ての孤立化を防ぎより良い子育て支援の環境を提供していく。併せて、ファミリーサポートセンターの利用促進も行っていく。
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基準日　 令和6年3月31日

施 設 名 下田市地域子育て支援センター 施 設 番 号 09004
施設大分類 子育て支援施設 施設中分類 幼児・児童施設 施設小分類 幼児・児童施設

施設の概要
学校教育課
こども育成係

３　所在地 下田市敷根761番地 ４　設置年月 平成22年4月

敷地面積     114.27㎡
建築面積     114.27㎡    延床面積     114.27㎡
構造          木造  地上1階

利用料金制度 　　　　　有              　無

一部委託　委託内容

１　施設名
　（愛称名） 下田市地域子育て支援センター ２　担当課

　　 担当係

５　総合計画の
　　 位置付け

基本計画の分野 分野２　子育て・教育

施策体系 施策１　子育て支援の充実

６　設置目的 （事業）第3条　センターは、次の事業を行う。（1）子育てに関する各種相談（2）子育て広場の開催（3）子育てに関する啓発活動
（4）前3号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事業

７　設置根拠 下田市地域子育て支援センター条例

実 施 事 業
の  概  要

親子の交流の場の提供、各種講座の開催、子育て相談等を実施し、在宅で子育てする保護者の孤立化、育児不安の
解消を図り、地域の子育て支援の核としての役割を果たしている。
今後も未就園児における子育て支援の核としての役割を担うため、適切な維持管理を実施し施設の長寿命化を図る。

料
金
区
分

減
免
内
容

施 設 運 営
方   　　法 直接運営

指定管理者

直接従事職員 保育士３名（再任用職員１,会計年度任用職員2）

８　施設の概要

施設の概要

料 金 体 系
（利用料金）

主
な
利
用
料
金



施設の概要
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施 設 名 下田市地域子育て支援センター 施 設 番 号 09004
施設大分類 子育て支援施設 施設中分類 幼児・児童施設 施設小分類 幼児・児童施設

取得費及び財源内訳 R5年度末残高 備考
建設事業費

地質調査費 建物減価償却取得価格
設計競技 建物年間減価償却額 1,488,111 
周辺整備
用地購入 14,597,646 
実施設計料
工事管理費

取得価格　計 35,431,200 土地残高
　建設工事 建設工事残存価格
　電気設備工事 電気設備残存価格
　機械設備工事 機械設備残存価格

備品購入費 454,650 物品減価償却後残高
その他委託
その他工事
事務費

財源内訳
国・県支出金 8,259,000 
市債 10,000,000 市債残高 3,862,127 
一般財源 17,172,200 
基金繰入

９　市 内 の
　　類似施設

下田市所有 なし

民間所有 なし

建物減価償却後残高

10　取得費等
　　　　　の情報
（単位：円）

建物減価償却の算定
取得価格　　　　　　　　 
35,431,200円
定額法　0.042
年間償却額
1,488,111円
（35,431,200円×
0.042）
備忘価額　１円
令和５年度末までの期間　
平成22年度～令和５年度
→14年
耐用年数　24年 　　
35,431,200円－
（1,488,111円/年×14
年）＝14,597,646円

11　備考


